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建
設
業
に
お
け
る
安
全
衛
生

問
題

　

建
設
業
に
お
け
る
死
亡
事
故
の
削

減
に
向
け
た
安
全
衛
生
制
度
の
強
化

に
つ
い
て
、
雇
用
年
金
大
臣
か
ら
昨

年
末
に
諮
問
を
受
け
て
い
た
外
部
専

門
家
の
報
告
書
が
七
月
に
発
表
さ
れ

た
（
１
）。

　

報
告
書
は
、
建
築
申
請
や
公
的
調

達
へ
の
参
加
に
際
し
て
安
全
衛
生
管

理
体
制
の
整
備
を
条
件
に
組
み
込
む

こ
と
や
、
建
築
現
場
の
安
全
衛
生
管

理
に
関
す
る
責
任
者
の
明
確
化
な
ど

を
提
言
す
る
と
と
も
に
、
企
業
に
対

し
て
、
労
働
組
合
や
労
働
者
の
参
加

を
通
じ
た
安
全
衛
生
管
理
体
制
の
枠

組
み
作
り
を
求
め
て
い
る
。

　

ま
た
、
行
政
に
よ
る
規
制
強
化
も

今
回
の
提
言
の
重
要
な
柱
と
な
っ
て

い
る
。
そ
の
一
つ
は
、
安
全
衛
生
制

度
を
所
管
す
る
安
全
衛
生
庁

（H
e
a
lt

h
 a

n
d

 S
a
f
e
t
y 

E
xecutive

）
の
監
督
強
化
で
、
体

制
の
拡
充
と
と
も
に
、
違
反
企
業
に

対
す
る
取
り
締
ま
り
の
厳
格
化
を
検

討
す
る
よ
う
安
全
衛
生
庁
に
要
請
し

て
い
る
。
さ
ら
に
、
下
請
け
・
孫
請

け
企
業
に
対
す
る
よ
り
強
力
な
規
制

の
必
要
性
を
主
張
し
て
い
る
。
こ
う

し
た
企
業
は
、
自
営
業
者
を
柔
軟
な

労
働
力
と
し
て
多
用
す
る
傾
向
に
あ

り
、
労
働
者
は
低
い
労
働
条
件
の
も

と
で
搾
取
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
場

合
が
少
な
く
な
い
と
い
う
。
こ
の
た

め
対
応
策
と
し
て
、
現
在
農
業
・
食

品
加
工
業
の
労
働
力
供
給
事
業
者

（gangm
aster

）
に
適
用
さ
れ
て
い

る
認
可
制
度
（
２
）
を
建
設
業
に
お

け
る
労
働
力
供
給
事
業
者
に
も
適
用

す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

　

報
告
書
は
こ
の
ほ
か
、
建
設
業
に

お
け
る
技
能
の
標
準
化
や
徒
弟
制
度

な
ど
に
よ
る
人
材
育
成
の
重
要
性
に

も
言
及
し
て
い
る
。
技
能
水
準
に
応

じ
て
従
事
で
き
る
職
務
を
明
確
に
す

る
と
と
も
に
、
労
働
者
の
技
能
水
準

の
向
上
を
通
じ
て
、
安
全
性
を
高
め

る
こ
と
が
狙
い
だ
。
政
府
は
、
報
告

書
の
提
言
内
容
を
検
討
の
上
、
年
内

に
方
針
を
示
す
と
み
ら
れ
る
。

　

建
設
業
の
安
全
衛
生
は
、
移
民
労

働
者
を
め
ぐ
る
問
題
と
密
接
に
関
連

し
て
い
る
。
現
地
メ
デ
ィ
ア
は
、
建

設
現
場
で
働
く
外
国
人
労
働
者
は
国

内
労
働
者
の
二
倍
の
死
亡
リ
ス
ク
に

さ
ら
さ
れ
て
い
る
と
し
て
い
る
。
こ

れ
は
、
安
全
衛
生
庁
が
公
表
し
た
二

〇
〇
七
年
度
の
建
設
業
に
お
け
る
事

故
死
亡
者
に
関
す
る
デ
ー
タ
で
、
外

国
人
労
働
者
が
全
体
の
一
七
％
（
一

二
件
）
を
占
め
、
建
設
業
に
お
け
る

外
国
人
労
働
者
比
率
（
八
％
）
の
倍

に
達
し
て
い
る
こ
と
を
指
し
た
も
の

だ
。

　

ま
た
五
月
に
、
議
会
の
内
務
委
員

会
（H

om
e A

ff airs C
om

m
ittee

）

が
と
り
ま
と
め
た
「
人
の
密
輸
」

（hum
an traffi  cking

）
に
関
す
る

報
告
書
（
３
）
も
、
建
設
業
に
お
け

る
外
国
人
労
働
者
に
対
す
る
搾
取
な

ど
の
不
当
な
扱
い
の
横
行
に
懸
念
を

示
し
て
お
り
、
上
記
の
専
門
家
報
告

書
と
同
様
、
ギ
ャ
ン
グ
マ
ス
タ
ー
制

度
に
よ
る
規
制
強
化
を
提
案
し
て
い

る
。
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。な
お
、

前
後
し
て
Ｈ
Ｓ
Ｅ
が
公
表
し
た
報
告
書

に
よ
れ
ば
、
建
設
業
に
お
け
る
事
故
死

亡
者
数
は
一
九
八
三
年
の
一
四
〇
件
か

ら
〇
七
年
度
に
は
七
二
件
に
、
ま
た
〇

八
年
度
に
は
五
三
件
へ
と
記
録
的
に
減

少
し
て
い
る
。
た
だ
し
Ｈ
Ｓ
Ｅ
は
〇
八

年
度
の
減
少
に
つ
い
て
、
不
況
に
よ
る

建
設
業
の
低
迷
の
影
響
も
考
え
ら
れ
る

と
し
て
い
る
。

２
．
二
〇
〇
四
年
に
、
労
働
力
供
給
事
業

者
の
も
と
で
貝
の
採
取
に
従
事
し
て
い

た
中
国
人
不
法
労
働
者
二
一
人
が
溺
死

し
た
事
件
を
き
っ
か
け
に
、
規
制
の
必

要
性
が
議
論
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
六
年
か
ら
本
格
的
に
開
始
さ
れ

た
ギ
ャ
ン
グ
マ
ス
タ
ー
制
度
は
、
農
業

労
働
や
貝
の
採
取
、
食
品
加
工
・
包
装

等
の
作
業
に
労
働
力
を
手
配
す
る
事
業

者
に
認
可
取
得
を
義
務
付
け
て
お
り
、

現
在
は
一
二
三
〇
の
認
可
事
業
者
が
、

農
業
以
外
に
も
建
設
業
や
サ
ー
ビ
ス
業

な
ど
に
労
働
力
の
提
供
を
行
っ
て
い
る
。

認
可
及
び
毎
年
の
更
新
は
、
ギ
ャ
ン
グ

マ
ス
タ
ー
認
可
局
（G

angm
asters 

L
icensing A

uthority

）
に
よ
っ
て
実

施
さ
れ
る
が
、
そ
の
際
の
条
件
は
、
安

全
衛
生
へ
の
配
慮
な
ど
適
正
な
労
働
条

件
を
労
働
者
に
提
供
し
て
い
る
こ
と
、

不
法
労
働
者
を
使
用
し
て
い
な
い
こ
と

な
ど
。
な
お
、
ギ
ャ
ン
グ
マ
ス
タ
ー
の

も
と
で
働
く
労
働
者
の
数
な
ど
は
把
握

さ
れ
て
い
な
い
が
、
移
民
が
多
い
と
い

わ
れ
る
。
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ア
メ
リ
カ

コ
ロ
ラ
ド
州
、
米
最
賃
制
度
史

上
初
の
引
き
下
げ
の
可
能
性

　

ア
メ
リ
カ
の
最
低
賃
金
は
連
邦
の

制
度
と
と
も
に
州
別
の
制
度
が
あ
る
。

連
邦
の
制
度
と
同
様
に
法
律
に
よ
っ

て
最
賃
額
を
決
定
し
水
準
の
変
更
に

は
法
律
の
改
正
が
必
要
な
州
が
多
く

を
占
め
る
が
、
消
費
者
物
価
な
ど
に

基
づ
き
毎
年
水
準
を
調
整
す
る
州
が

ア
リ
ゾ
ナ
州
や
フ
ロ
リ
ダ
州
な
ど
一

〇
州
あ
る
。
こ
の
う
ち
コ
ロ
ラ
ド
州

と
ミ
ズ
ー
リ
州
で
は
引
き
上
げ
と
と

も
に
、
物
価
水
準
が
下
落
し
た
場
合

に
は
減
額
の
可
能
性
も
認
め
て
い
る
。

た
だ
し
、
ミ
ズ
ー
リ
州
の
最
賃
額
は

現
在
、
連
邦
最
賃
と
同
額
に
設
定
さ

れ
て
お
り
、
次
回
の
最
賃
額
改
定
で

減
額
の
決
定
が
下
さ
れ
る
こ
と
は
な

い
。

　

労
働
統
計
局
の
八
月
一
四
日
の
発

表
（
１
）
で
コ
ロ
ラ
ド
州
の
州
都
デ

ン
バ
ー
圏
の
二
〇
〇
八
年
七
月
か
ら

二
〇
〇
九
年
七
月
に
か
け
て
の
消
費

者
物
価
指
数
が
〇
・
六
％
下
落
し
た
。

同
州
で
は
州
最
賃
を
七
・
二
八
ド
ル

と
規
定
し
て
お
り
、
連
邦
最
賃
よ
り

も
三
セ
ン
ト
高
い
水
準
に
な
っ
て
い

る
。
物
価
水
準
の
下
落
を
受
け
、
来

年
の
一
月
の
最
賃
額
改
定
に
お
い
て

減
額
さ
れ
る
可
能
性
が
出
て
き
た
。

減
額
さ
れ
れ
ば
一
九
三
八
年
に
連
邦

最
賃
が
制
度
化
さ
れ
ア
メ
リ
カ
に
お

い
て
最
賃
制
度
が
確
立
し
て
以
来
、

は
じ
め
て
の
ケ
ー
ス
と
な
る
。

　

コ
ロ
ラ
ド
州
労
働
省
労
働
基
準
局

の
ピ
ー
タ
ー
・
ウ
ィ
ン
ゲ
イ
ト
局
長

の
八
月
二
六
日
時
点
で
の
コ
メ
ン
ト

と
し
て
、「
従
来
、
労
働
統
計
局
の
消

費
者
物
価
指
数
に
連
動
す
る
形
で
最

海
外
労
働
事
情
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賃
額
を
決
定
し
て
き
た
こ
と
は
事
実

で
あ
る
。
し
か
も
現
行
の
制
度
に

な
っ
て
消
費
者
物
価
が
下
落
し
た
の

は
初
め
て
で
あ
る
」
と
し
た
上
で
、

「
た
だ
し
、
正
式
な
決
定
は
二
〜
三

週
間
の
審
議
を
経
て
九
月
下
旬
に
下

さ
れ
る
た
め
、
最
賃
引
き
下
げ
は
現

段
階
で
の
公
式
決
定
で
は
な
い
」
と

強
調
し
て
い
る
。

　

コ
ロ
ラ
ド
州
に
お
い
て
良
き
仕
事

と
強
い
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
実
現
に
む

け
て
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
活
動
を
展
開
す

る
Ｆ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｃ
（
２
）
の
ロ
ビ
ン
・

ク
ニ
ー
ク
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
は
、
イ

ン
フ
レ
率
に
沿
っ
て
調
整
す
る
最
賃

制
度
で
あ
る
か
ら
減
額
の
可
能
性
が

あ
る
こ
と
は
当
然
の
こ
と
で
は
あ
る

が
、
昨
年
以
来
の
経
済
が
危
機
的
な

状
況
下
に
あ
っ
て
、
経
済
を
回
復
し

労
働
者
と
そ
の
家
族
の
苦
難
を
回
避

し
よ
う
と
取
り
組
ん
で
い
る
な
か
、

事
業
主
は
賃
金
の
引
き
下
げ
に
走
る

よ
う
な
こ
と
は
な
い
よ
う
に
し
て
も

ら
い
た
い
と
主
張
す
る
。

　

貧
困
や
低
所
得
層
支
援
の
た
め
に

最
賃
の
問
題
に
取
り
組
む
非
政
府
組

織
は
、
最
賃
額
を
生
計
費
や
イ
ン
フ

レ
と
連
動
さ
せ
よ
う
と
す
る
運
動
を

展
開
し
て
い
る
。
コ
ロ
ラ
ド
で
そ
の

改
革
を
推
進
し
た
運
動
家
た
ち
は
生

計
費
が
下
落
す
る
こ
と
は
想
定
し
て

い
な
か
っ
た
。
た
だ
、
コ
ロ
ラ
ド
州

で
最
賃
を
物
価
上
昇
率
に
連
動
し
て

改
定
す
る
制
度
を
導
入
し
た
二
〇
〇

六
年
、
州
議
会
議
員
の
多
数
の
支
持

を
得
て
こ
の
制
度
を
成
立
さ
せ
る
た

め
に
は
、
最
賃
額
の
引
き
下
げ
に
関

す
る
条
項
を
盛
り
込
む
こ
と
が
不
可

欠
で
あ
っ
た
と
指
摘
す
る
。

　

コ
ロ
ラ
ド
州
で
最
賃
の
物
価
上
昇

に
連
動
し
て
改
定
す
る
制
度
の
実
現

に
携
わ
っ
た
組
織
の
一
つ
で
あ
る
「
働

く
女
性
全
国
連
盟
」、
そ
の
コ
ロ
ラ
ド

支
部
ロ
ー
レ
ナ
・
グ
ラ
シ
ア
支
部
長

は
「
最
賃
水
準
で
生
活
し
て
い
る
者

に
と
っ
て
、ペ
ニ
ー（
一
セ
ン
ト
硬
貨
）

一
枚
一
枚
が
生
活
の
支
え
と
な
っ
て

い
る
。
時
給
で
三
セ
ン
ト
引
き
下
げ

ら
れ
た
だ
け
で
も
生
活
に
大
き
な
打

撃
と
な
る
」
と
強
調
す
る
。

〔
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フ
ラ
ン
ス
①

Ｒ
Ｓ
Ａ 

（
積
極
的
連
帯
所

得
手
当
）
ス
タ
ー
ト

新
制
度
、
六
月
一
日
よ
り
開
始

　

雇
用
省
統
計
局
（
Ｄ
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
）

で
は
、
二
〇
〇
九
年
六
月
一
日
か
ら
、

生
活
保
護
を
受
け
て
い
た
失
業
者
が

就
職
し
て
も
手
当
の
一
部
を
引
き
続

き
受
け
取
れ
る
新
制
度
「
積
極
的
連

帯
所
得
手
当
（
Ｒ
Ｓ
Ａ
＝L

e 
revenue de solidarité active

）」

が
全
国
的
に
導
入
さ
れ
た
こ
と
を
受

け
、
雇
用
局
に
求
職
者
登
録
す
る
人

数
が
今
後
大
幅
に
増
加
す
る
と
予
測

し
て
い
る
。

　

同
制
度
は
、
一
九
八
八
年
に
導
入

さ
れ
た
「
社
会
参
入
最
低
所
得
手
当

（
Ｒ
Ｍ
Ｉ
＝L

e revenu m
inim

um
 

d'insertion

）」、「
単
身
手
当
（
Ａ
Ｐ

Ｉ
）」（
１
）
及
び
「
雇
用
手
当
（
Ｐ

Ｐ
Ｅ
）」（
２
）
に
代
わ
る
制
度
で
、「
働

か
ず
に
生
活
保
護
を
受
け
る
よ
り
も
、

少
し
で
も
働
い
た
方
が
収
入
増
加
に

つ
な
が
る
制
度
」
と
し
て
、
一
部
の

県
で
の
試
験
的
導
入
を
経
て
、
二
〇

〇
八
年
一
二
月
一
日
の
法
律
に
よ
り

全
国
的
導
入
が
決
定
し
た（
３
）。「
貧

困
と
闘
う
た
め
に
、
受
給
者
に
最
低

限
の
生
活
手
段
を
保
障
し
、
職
に
就

く
あ
る
い
は
復
職
す
る
こ
と
を
奨
励

し
、
受
給
者
の
社
会
参
入
を
手
助
け

す
る
」
こ
と
が
狙
い
。
Ｒ
Ｍ
Ｉ
で
は

支
給
対
象
者
に
は
該
当
し
な
い
も
の

の
所
得
が
低
い
と
い
う
者
に
つ
い
て

も
、
Ｒ
Ｓ
Ａ
で
は
支
給
対
象
と
し
、

低
所
得
就
業
者
支
援
を
拡
大
し
た
。

　

Ｒ
Ｓ
Ａ
の
受
給
要
件
は
、
原
則
二

五
歳
以
上
（
扶
養
し
て
い
る
子
供
が

あ
る
場
合
は
二
五
歳
未
満
も
可
）
の

低
所
得
者
（
月
収
八
八
〇
ユ
ー
ロ
未

満
）
で
、
給
付
額
は
世
帯
収
入
や
世

帯
の
構
成
員
の
数
な
ど
を
考
慮
し
計

算
さ
れ
る
。
そ
の
際
、
家
族
構
成
や

扶
養
す
る
子
供
の
有
無
に
よ
っ
て
設

定
さ
れ
た
基
準
額
を
使
用
す
る
。

　

Ｒ
Ｓ
Ａ
受
給
者
が
、「
無
職
で
、
収

入
が
Ｒ
Ｓ
Ａ
給
付
額
の
計
算
に
使
用

さ
れ
る
基
準
額
（
独
身
で
子
供
が
い

な
い
場
合
は
四
五
四
・
六
三
ユ
ー
ロ

／
月
）
よ
り
も
低
い
」
ま
た
は
「
直

近
の
三
カ
月
の
平
均
月
額
賃
金
が
五

〇
〇
・
〇
〇
ユ
ー
ロ
未
満
」―

―

で

あ
る
場
合
、
積
極
的
に
求
職
活
動
を

行
わ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
同
時
に
、

そ
の
活
動
に
対
す
る
援
助
（
雇
用
復

帰
個
別
支
援
）
を
受
け
る
権
利
が
あ

る
。
な
ん
ら
か
の
理
由
で
求
職
活
動

を
行
え
な
い
場
合
は
、
六
カ
月
ご
と

に
現
況
確
認
が
お
こ
な
わ
れ
る
。
な

お
、
就
職
し
た
後
は
、
手
当
の
最
高

三
八
％
を
引
き
続
き
受
給
で
き
、
月

に
お
よ
そ
七
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
収
入
が

保
障
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

Ｒ
Ｍ
Ｉ
で
は
、
少
し
で
も
働
い
て

収
入
を
得
る
と
そ
の
分
手
当
が
削
ら

れ
る
と
い
う
こ
と
な
ど
か
ら
、
就
労

意
欲
が
著
し
く
損
な
わ
れ
、
社
会
復

帰
率
の
低
下
が
大
き
な
問
題
と
な
っ

て
い
た
（
４
）。
政
府
は
、
Ｒ
Ｓ
Ａ

の
導
入
に
よ
り
、
雇
用
促
進
と
収
入

増
に
よ
る
消
費
の
拡
大
も
目
指
し
て

お
り
、
労
働
関
係
制
度
で
は
二
〇
〇

〇
年
の
週
三
五
時
間
労
働
制
の
導
入

以
来
の
大
規
模
改
革
と
言
わ
れ
て
い

る
。

〔
注
〕

１
．
離
婚
者
、
寡
婦
、
未
婚
者
で
妊
娠
し

て
い
る
か
扶
養
子
女
を
持
ち
一
人
で
子

女
を
養
育
し
て
い
る
者
で
、
基
準
の
収

入
に
満
た
な
い
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ

る
。

２
．
最
低
賃
金
労
働
者
の
税
負
担
軽
減
を

目
的
と
し
て
二
〇
〇
一
年
に
導
入
さ
れ

た
。
社
会
保
険
料
と
し
て
源
泉
徴
収
さ

れ
る
一
般
社
会
保
障
拠
出
金
（
Ｃ
Ｓ
Ｇ
）

の
一
部
を
還
付
金
（
ま
た
は
税
控
除
）

の
か
た
ち
で
支
給
す
る
給
付
金
の
一
種
。

３
．
フ
ラ
ン
ス
本
土
で
は
、
二
〇
〇
九
年

六
月
一
日
か
ら
、
海
外
県
で
は
二
〇
一

一
年
一
月
一
日
か
ら
実
施
。

４
．
Ｒ
Ｍ
Ｉ
は
、
著
し
く
困
難
な
状
況
に

あ
る
者
に
生
活
給
付
と
住
宅
援
助
を
保

障
す
る
制
度
で
、
日
本
の
生
活
保
護
に

近
い
。
世
帯
収
入
と
構
成
員
の
人
数
に

よ
り
給
付
額
は
異
な
り
、
独
身
者
に
は

月
額
四
五
四
・
六
三
ユ
ー
ロ（
約
六
万
円
）

が
支
給
さ
れ
て
き
た
（
〇
九
年
一
月
一

日
改
定
、
こ
の
基
準
額
は
六
月
一
に
よ

り
Ｒ
Ｓ
Ａ
基
準
額
）。
就
職
す
る
と
こ
の

手
当
の
支
給
は
止
め
ら
れ
る
た
め
、
世

帯
収
入
が
か
え
っ
て
減
少
す
る
場
合
や
、

逆
に
家
族
の
人
数
に
よ
っ
て
は
、
手
当

が
最
低
賃
金
よ
り
も
高
く
な
る
場
合
も

あ
り
、「
働
か
ず
に
Ｒ
Ｍ
Ｉ
を
受
給
し
続

け
る
」
ケ
ー
ス
が
増
加
し
て
い
た
。

表　RSA給付額の計算に使用される基準額

世帯を構成している者の数 基準額

単身の成人一人 454.63 ユーロ

扶養する子のいない成人二人 681.95 ユーロ

扶養する子 1人についての加算 子ども 2人までは 136.39 ユーロ
3人目からは 181.85 ユーロ

子どもがいる単身の成人一人 778.32 ユ ー ロ (+194.58 ユ ー ロ
/追加の子 )

©  La Documentation française, 21 Avril 2009 - Réf. : F19781
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フ
ラ
ン
スS

E
R
V
IC

E
-P

U
B
L
IC

サ
イ
ト

（http://vosdroits.service-public.
fr/particuliers/F

19781.xhtm
l

）

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス
②

七
月
発
表
雇
用
動
向
：
失
業

者
数
、
依
然
と
し
て
高
水
準

　

雇
用
省
統
計
局
（
Ｄ
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
）

が
七
月
末
に
発
表
し
た
雇
用
統
計
に

よ
る
と
、
六
月
の
フ
ラ
ン
ス
本
土
の

求
職
者
数
は
四
〇
九
万
七
八
〇
〇
人

で
、
五
月
よ
り
〇
・
七
％
（
二
万
九

七
〇
〇
人
）
増
加
し
た
（
表
）。
こ

の
う
ち
、「
無
職
で
、
積
極
的
な
求
職

活
動
を
義
務
づ
け
ら
れ
る
（
カ
テ
ゴ

リ
ー
Ａ
）」者
は
、五
月
よ
り
〇
・
七
％

（
一
万
八
六
〇
〇
人
）
減
少
し
二
五

二
万
四
五
〇
〇
人
で
、
今
年
に
入
っ

て
初
め
て
の
減
少
を
示
し
た
。
し
か

し
、
前
年
同
月
比
で
は
二
五
・
七
％

増
加
し
て
お
り
、
依
然
と
し
て
高
水

準
を
維
持
し
て
い
る
。

　

雇
用
局
（P

ôle em
ploi

）
に
求

職
者
登
録
し
た
者
の
う
ち
、「
月
に
七

八
時
間
未
満
就
労
し
て
い
て
、
積
極

的
な
求
職
活
動
を
義
務
づ
け
ら
れ
る

（
カ
テ
ゴ
リ
ー
Ｂ
）」
者
は
四
九
万

六
六
〇
〇
人
で
、
五
月
よ
り
二
六
％

減
少
（
前
年
同
月
比
で
は
八
・
〇
％

増
）、「
月
に
七
八
時
間
以
上
就
労
し

て
い
て
、
積
極
的
な
求
職
活
動
を
義

務
づ
け
ら
れ
る（
カ
テ
ゴ
リ
ー
Ｃ
）」

者
は
六
一
万
三
七
〇
〇
人
で
、
七
・

一
％
増
加
し
て
お
り
（
前
年
同
月
比

三
・
三
％
増
）、
職
の
有
無
に
か
か

わ
ら
ず
積
極
的
な
求
職
活
動
を
義
務

づ
け
ら
れ
る
求
職
者
（
カ
テ
ゴ
リ
ー

Ａ
、
Ｂ
、
Ｃ
）
は
三
六
三
万
四
八
〇

〇
人
で
、
五
月
よ
り
〇
・
三
％
（
九

二
〇
〇
人
）
増
加
、
前
年
同
月
比
で

は
一
八
・
七
％
の
増
加
と
な
っ
た
。

ま
た
、
六
月
に
雇
用
局
に
登
録
さ
れ

た
フ
ラ
ン
ス
本
土
の
求
人
に
つ
い
て

は
、
前
月
よ
り
七
・
五
％
増
加
（
前

年
同
月
比
一
五
・
六
％
減
）
し
て
い

る
。
雇
用
期
間
別
に
み
る
と
、
一
カ

月
未
満
の
臨
時
雇
用
の
求
人
が
最
も

増
え
て
い
る
（
一
一
・
二
％
増
）。

　

な
お
、
Ｄ
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
が
毎
月
発
表

す
る
雇
用
統
計
は
、
雇
用
局
の
求
職

者
登
録
デ
ー
タ
に
よ
る
も
の
で
、
雇

用
局
に
登
録
し
た
求
職
者
の
概
念
は
、

Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）
の
失
業

者
の
概
念
と
は
異
な
る
。
求
職
者
は

「
積
極
的
な
求
職
活
動
を
行
う
義
務

が
あ
り
、
か
つ
す
ぐ
に
働
け
る
状
況

で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
い
う
法

的
規
則
を
基
準
と
し
て
、
カ
テ
ゴ

リ
ー
Ａ
、
Ｂ
、
Ｃ
に
分
類
さ
れ
る
。

　

ま
た
、
求
職
者
の
限
定
的
就
業
は

認
め
ら
れ
て
い
る
。
ち
な
み
に
、
Ｉ

Ｌ
Ｏ
の
失
業
者
の
定
義
は
「
仕
事
へ

の
従
事
が
週
一
時
間
未
満
で
あ
っ
て
、

二
週
間
以
内
に
就
業
が
可
能
で
、
過

去
四
週
間
以
内
に
求
職
活
動
を
行
っ

表　月末に雇用局に登録した求職者数と求人数

季節変動・実労働日修正済み（Cvs － cjo）データ 08 年
6 月

09 年
5 月

09 年
6 月

前月比
（％）

前　年
同月比（％）

フランス本土

　カテゴリーA（積極的求職活動、無職） 2009 2543.1 2524.5 -0.7 25.7

　カテゴリーB（積極的求職活動、短期限定活動） 459.7 509.7 496.6 -2.6 8

　カテゴリーC（積極的求職活動、長期限定活動） 594.2 572.8 613.7 7.1 3.3

　カテゴリーA、B、C（積極的求職活動） 3062.9 3625.6 3634.8 0.3 18.7

　カテゴリーD（積極的求職活動免除、無職） 173.4 207.5 225 8.4 29.8

　カテゴリーE（積極的求職活動免除、職あり） 222.5 235 238 1.3 7

　カテゴリーA、B、C、D、E（全体） 3458.8 4068.1 4097.8 0.7 18.5

フランス（海外県含む）

カテゴリーA、B、C（積極的求職活動） 3257.5 3843.1 3850.5 0.2 18.2

季節変動・実労働日修正済み（Cvs-cjo）データ 08 年
6 月

09 年
5 月

09 年
6 月

前月比
（％）

前年
同月比（％）

フランス本土

－持続的雇用（6カ月以上）( ※ ) 130.1 96.7 103.8  7.3 -20.2

－一時的雇用（1～ 6カ月） 120.4 96.1 102.2  6.3 -15.1

－臨時雇用（1カ月未満） 40.8 35.8  39.8 11.2 - 2.5

全体 291.3 228.6 245.8  7.5 -15.6

フランス、全体 297.8 234.7 252.1  7.4 -15,3

修正前データ

フランス本土、全体 343.7 222.7 292.3 -15

フランス、全体 350.6 227.8 298.9 -14.7

（※）2008 年に関しては、「新規雇用契約（CNE）」の求人も含む。なお、CNEは、従業員 20 人以下の企業を対象に、2年間の試用期間とそ
の間に特別な理由なく解雇できることを認めた雇用契約で、「雇用に柔軟性を持たせることができ、新たな雇用を創出できる」として 2005
年に導入されたが、「2年もの長期の試用期間は ILO158 号条約に反する」とする ILOの決定を受け、2008 年 6 月廃止が決定した。
DEMANDEURS D’EMPLOI INSCRITS ET OFFRES COLLECTÉES PAR PÔLE EMPLOI EN JUIN 2009, DARES , Juillet 2009 より作成

単位：1000 人
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た
一
定
年
齢
以
上
の
者
」
で
あ
り
、

フ
ラ
ン
ス
国
立
統
計
経
済
研
究
所

（
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）
は
四
カ
月
ご
と
に

雇
用
統
計
を
再
集
計
し
、
こ
の
Ｉ
Ｌ

Ｏ
定
義
に
よ
る
失
業
率
を
算
出
、
発

表
し
て
い
る
（
注
）。

〔
注
〕

二
〇
〇
九
年
第
１
四
半
期
の
失
業
率
（
Ｉ

Ｌ
Ｏ
基
準
）
は
八
・
九
％
（
改
定
値
）。

第
２
四
半
期
は
九
・
五
％
（
九
月
三
日

発
表
）。
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（
国
際
研
究
部
）

韓
国

双
竜
自
の
労
使
交
渉
が
終
結

　

長
期
化
し
て
い
た
双
竜
自
動
車
の

労
使
交
渉
が
八
月
六
日
妥
結
し
た
。

双
竜
自
の
労
使
双
方
は
リ
ス
ト
ラ
対

象
者
（
九
七
四
人
）
中
四
八
％
を
無

休
休
職
（
営
業
職
へ
の
配
置
転
換
含

む
）、
五
二
％
を
整
理
解
雇
す
る
こ

と
で
合
意
。
二
カ
月
半
以
上
に
わ

た
っ
て
続
い
た
ス
ト
ラ
イ
キ
が
よ
う

や
く
終
結
し
た
。

　

当
初
経
営
側
は
、
無
休
休
職
四

〇
％
整
理
解
雇
六
〇
％
を
主
張
、
無

給
休
職
四
五
％
整
理
解
雇
五
五
％
を

求
め
る
労
組
と
の
交
渉
は
平
行
線
を

た
ど
っ
て
い
た
が
、
最
終
的
に
無
給

休
職
の
期
間
に
つ
い
て
当
初
の
八
カ

月
か
ら
一
二
カ
月
と
す
る
こ
と
で
妥

結
し
た
。
交
渉
妥
結
に
よ
り
平
澤
工

場
（
京
畿
道
）
に
立
て
こ
も
っ
て
い

た
約
四
〇
〇
人
の
組
合
員
が
工
場
を

出
た
こ
と
を
受
け
、
双
竜
自
は
一
〇

日
ま
で
に
生
産
を
再
開
す
る
意
向
を

表
明
し
た
。

　

妥
結
し
た
と
は
言
え
、
二
カ
月
半

に
わ
た
る
ス
ト
ラ
イ
キ
の
残
し
た
ダ

メ
ー
ジ
は
大
き
い
。
近
く
生
産
を
再

開
す
る
双
竜
自
が
ま
と
め
る
再
生
計

画
案
は
、
債
権
の
返
済
方
法
が
主
な

内
容
と
な
る
。
会
社
を
整
理
す
る
よ

り
存
続
し
た
ほ
う
が
多
く
の
債
権
を

返
済
で
き
る
こ
と
を
示
さ
な
く
て
は

な
ら
な
い
。
イ
メ
ー
ジ
ダ
ウ
ン
を
ば

ん
回
し
売
り
上
げ
を
増
や
す
具
体
的

な
プ
ラ
ン
を
示
し
債
権
者
を
納
得
さ

せ
る
必
要
が
あ
る
。
法
院（
裁
判
所
）

は
提
出
さ
れ
た
計
画
案
を
検
討
し
、

一
〜
二
カ
月
以
内
に
債
権
者
を
召
集
。

債
権
団
は
計
画
案
を
審
議
し
て
同
意

す
る
か
ど
う
か
を
決
め
る
。
同
意
す

れ
ば
法
定
管
理
（
会
社
更
生
法
に
相

当
）
は
継
続
さ
れ
る
。

　

政
府
と
債
権
団
は
、
退
社
す
る
従

業
員
の
退
職
金
な
ど
に
一
〇
〇
〇
億

ウ
ォ
ン
を
支
援
し
、
事
業
再
編
が
終

了
す
れ
ば
第
三
者
へ
の
売
却
を
進
め

る
方
針
だ
。
す
で
に
双
竜
自
は
国
内

外
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
に
打
診
を
始

め
て
い
る
が
、
こ
れ
ま
で
に
ロ
シ
ア

や
イ
ン
ド
、
中
国
、
リ
ビ
ア
な
ど
の

企
業
や
私
募
フ
ァ
ン
ド
（
Ｐ
Ｅ
Ｆ
）

の
ほ
か
韓
国
内
の
中
堅
メ
ー
カ
ー
数

社
が
関
心
を
見
せ
て
い
る
と
い
う
。

　

た
だ
、
双
竜
自
は
上
海
汽
車
に
売

却
さ
れ
た
後
も
経
営
不
振
を
打
開
で

き
な
か
っ
た
前
歴
が
あ
る
だ
け
に
、

売
却
は
ス
ム
ー
ズ
に
は
進
ま
な
い
見

通
し
だ
。
ま
た
、
債
権
団
は
事
業
再

編
の
資
金
は
支
援
す
る
が
、
新
車
開

発
な
ど
に
か
か
る
費
用
は
支
援
し
な

い
方
針
を
打
ち
出
し
て
お
り
、
経
営

再
建
に
は
厳
し
い
道
の
り
が
続
く
と

見
ら
れ
て
い
る
。

　

双
竜
自
の
工
場
が
あ
る
京
畿
道
平

澤
市
は
九
日
、
双
竜
自
の
下
請
け

メ
ー
カ
ー
の
倒
産
や
整
理
解
雇
へ
の

対
策
と
し
て
「
民
生
銀
行
」
を
設
立

す
る
と
発
表
し
た
。
雇
用
安
定
と
失

業
対
策
、
助
け
合
い
事
業
、
奨
学
事

業
な
ど
を
手
が
け
、
失
業
者
と
家
族

を
支
援
す
る
。
市
の
経
済
規
模
の
一

五
％
を
双
竜
自
が
占
め
る
こ
と
か
ら

市
側
の
打
撃
も
大
き
い
。
こ
の
た
め

市
は
、
平
澤
地
区
を
雇
用
開
発
促
進

地
区
に
指
定
し
財
政
支
援
す
る
よ
う

労
働
部
に
対
し
て
要
請
し
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

Ｎ
Ｎ
Ａ
、
聯
合
ニ
ュ
ー
ス
、
韓
国
経
済
新

聞
他

（
国
際
研
究
部
）

中
国

就
業
者
数
は
七
億
七
四
八
〇

万
人
〜
〇
八
年
末
の
労
働
・

社
会
保
障
の
統
計
発
表

　

政
府
は
二
〇
〇
八
年
末
に
お
け
る

労
働
及
び
社
会
保
障
関
係
の
主
要
統

計
指
標
を
発
表
し
た
。
以
下
は
要
旨
。

１
．
労
働
市
場

　

中
国
全
土
の
就
業
者
数
は
七
億
七

四
八
〇
万
人
と
な
り
、
前
年
比
で
四

九
〇
万
人
の
増
加
。
産
業
別
内
訳
を

見
る
と
、
第
一
次
産
業
に
従
事
す
る

就
業
者
数
は
三
億
六
五
四
万
人
で
全

国
の
三
九
・
六
％
、
第
二
次
産
業
は

二
億
一
一
〇
九
万
人
で
二
七
・
二
％
、

第
三
次
産
業
は
二
億
五
七
一
七
万
人

で
三
三
・
二
％
を
占
め
て
い
る
。
な

お
都
市
部
の
就
業
者
数
は
三
億
二
一

〇
万
人
で
前
年
比
八
六
〇
万
人
の
増

加
と
な
っ
て
お
り
、
対
し
て
農
民
労

働
者
数
は
二
億
二
五
四
二
万
人
で
、

う
ち
出
稼
ぎ
農
民
は
一
億
四
〇
四
一

万
人
と
発
表
さ
れ
た
。
一
方
、
都
市

部
の
登
録
失
業
者
数
は
八
八
六
万
人

で
、都
市
部
登
録
失
業
率
は
四
・
二
％

で
あ
っ
た
。

　

外
国
人
労
働
者
に
関
し
て
は
、
外

国
人
就
業
証
を
所
持
し
て
中
国
で
働

く
外
国
人
数
が
二
一
・
七
万
人
、
台

湾
・
香
港
・
マ
カ
オ
の
就
業
証
を
所

持
し
て
内
地
で
働
く
台
湾
・
香
港
・

マ
カ
オ
の
人
員
は
あ
わ
せ
て
八
・
九

万
人
で
あ
っ
た
。

　

労
働
市
場
全
体
と
し
て
は
、
市
場

監
視
機
能
の
整
備
が
進
み
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
募
集
に
関
す
る
指
導
、

モ
デ
ル
化
が
模
索
さ
れ
、
人
的
資
源

の
地
域
開
発
と
地
域
間
協
力
が
積
極

的
に
推
進
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
結
果
、

全
国
の
職
業
紹
介
機
関
は
総
数
三
万

七
二
〇
八
カ
所
と
な
り
、
う
ち
二
万

四
四
一
〇
カ
所
が
公
的
職
業
紹
介
機

関
で
あ
る
。
公
的
職
業
紹
介
機
関
で

は
年
間
で
延
べ
二
〇
二
〇
万
人
に
職

業
を
斡
旋
し
、
斡
旋
数
は
前
年
比
で

二
％
の
増
と
な
っ
た
。

２
．
社
会
保
険

　

社
会
保
障
制
度
の
整
備
が
進
ん
で

い
る
。
各
種
社
会
保
険
が
カ
バ
ー
す

る
範
囲
は
拡
大
を
続
け
、
保
険
加
入

者
と
基
金
の
規
模
は
引
き
続
き
増
大

し
て
い
る
。
五
種
類
の
社
会
保
険
基

金
収
入
は
あ
わ
せ
て
年
間
一
兆
三
六

九
六
億
元
と
な
り
、
前
年
比
二
八
八

四
億
元
の
増
と
な
っ
た
。
増
加
率
は

二
六
・
七
％
。
他
方
基
金
の
支
出
額

も
合
計
九
九
二
五
億
元
と
な
り
、
前

年
比
二
〇
三
七
億
元
の
増
加
、
増
加

率
は
二
五
・
八
％
で
あ
っ
た
。

（
１
）
年
金
保
険

　

全
国
の
都
市
部
基
本
年
金
保
険
の

年
末
時
に
お
け
る
加
入
者
数
は
二
億

一
八
九
一
万
人
で
、
前
年
比
一
七
五

四
万
人
の
増
と
な
っ
た
。
内
訳
を
見

る
と
、
雇
用
労
働
者
の
加
入
者
数
が

一
億
六
五
八
七
万
人
、
離
職
者
の
加

入
者
数
が
五
三
〇
四
万
人
で
、
そ
れ

ぞ
れ
前
年
比
で
一
四
〇
四
万
人
、
三

五
〇
万
人
増
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、

基
本
年
金
保
険
に
加
入
し
て
い
る
農

民
労
働
者
の
数
は
二
四
一
六
万
人
で
、

前
年
比
五
七
〇
万
人
増
で
あ
っ
た
。
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基
本
年
金
保
険
支
給
対
象
と
な
る

企
業
退
職
者
は
あ
わ
せ
て
三
四
六
一

万
人
で
全
企
業
退
職
者
数
の
七
三
・

二
％
を
占
め
、
前
年
比
二
ポ
イ
ン
ト

の
増
で
あ
っ
た
。
企
業
退
職
者
に
対

す
る
基
本
年
金
支
給
状
況
は
す
べ
て

が
期
限
通
り
に
満
額
支
給
さ
れ
る
な

ど
改
善
さ
れ
て
き
て
い
る
。

　

こ
の
結
果
、
都
市
部
の
基
本
年
金

保
険
基
金
の
総
収
入
は
九
七
四
〇
億

元
と
な
り
、
前
年
比
で
二
四
・
三
％

の
増
。
こ
の
う
ち
保
険
料
徴
収
収
入

は
八
〇
一
六
億
元
で
、前
年
比
二
三
・

四
％
の
増
で
あ
っ
た
。
各
レ
ベ
ル
の

財
政
支
出
に
よ
る
基
本
年
金
保
険
基

金
へ
の
補
助
金
総
額
は
一
四
三
七
億

元
で
あ
り
、
基
金
の
総
支
出
は
七
三

九
〇
億
元
で
、前
年
よ
り
二
三
・
九
％

の
増
。
基
本
年
金
保
険
基
金
の
残
高

は
累
計
で
九
九
三
一
億
元
と
な
っ
た
。

　

他
方
、
遼
寧
省
、
吉
林
省
、
黒
龍

江
省
、
天
津
市
、
山
西
省
、
上
海
市
、

江
蘇
省
、
浙
江
省
、
山
東
省
、
河
南

省
、
湖
北
省
、
湖
南
省
、
新
疆
自
治

区
な
ど
一
三
の
企
業
従
業
員
基
本
年

金
保
険
個
人
口
座
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
実

施
地
域
で
は
、
基
本
年
金
保
険
の
個

人
口
座
基
金
が
一
一
〇
〇
億
元
あ
ま

り
に
達
し
て
い
る
。
一
八
の
省
と
新

疆
生
産
建
設
兵
団
は
年
金
保
険
の
省

レ
ベ
ル
で
の
統
一
準
備
制
度
を
打
ち

出
し
た
。
ま
た
、
山
西
省
、
上
海
市
、

浙
江
省
、
広
東
省
、
重
慶
市
の
五
つ

の
省
・
直
轄
市
で
は
、
事
業
団
体
職

員
の
年
金
保
険
制
度
改
革
の
モ
デ
ル

試
行
実
施
準
備
作
業
が
進
ん
で
い
る
。

　

現
在
三
・
三
万
の
企
業
に
企
業
年

金
が
構
築
さ
れ
て
お
り
、
保
険
料
支

給
対
象
従
業
員
数
は
一
〇
三
八
万
人

に
の
ぼ
っ
て
い
る
。
こ
の
結
果
年
末

時
に
お
け
る
企
業
年
金
基
金
の
累
計

残
高
は
一
九
一
一
億
元
と
な
っ
た
。

　

一
方
、
全
国
の
農
村
の
年
金
保
険

加
入
者
数
は
五
五
九
五
万
人
で
、
前

年
年
末
よ
り
四
二
四
万
人
増
え
た
。

年
間
で
五
一
二
万
人
の
農
民
が
年
金

を
受
け
取
っ
た
が
、
こ
れ
は
前
年
よ

り
一
二
〇
万
人
の
増
加
で
あ
っ
た
。

年
間
で
支
給
さ
れ
た
年
金
は
あ
わ
せ

て
五
六
・
八
億
元
で
、前
年
比
四
二
％

の
増
加
。
農
村
部
に
お
け
る
年
金
保

険
基
金
の
累
計
残
高
は
四
九
九
億
元

で
あ
っ
た
。
年
末
時
、
二
七
の
省
の

一
二
〇
一
の
県
で
土
地
を
徴
用
さ
れ

た
農
民
の
社
会
保
障
給
付
が
実
施
さ

れ
、
一
三
二
四
万
の
農
民
が
基
本
的

な
生
活
保
障
制
度
ま
た
は
年
金
保
障

制
度
の
支
給
対
象
と
な
っ
た
。

（
２
）
医
療
保
険

　

年
末
時
の
全
国
の
都
市
部
基
本
医

療
保
険
の
加
入
者
数
は
三
億
一
八
二

二
万
人
で
、
前
年
よ
り
九
五
一
一
万

人
増
加
し
た
。
こ
の
う
ち
、
都
市
部

雇
用
労
働
者
の
基
本
医
療
保
険
の
加

入
者
数
は
一
億
九
九
九
六
万
人
で
、

前
年
よ
り
一
九
七
六
万
人
の
増
加
、

都
市
部
住
民
の
基
本
医
療
保
険
の
加

入
者
数
は
一
億
一
八
二
六
万
人
で
、

前
年
よ
り
七
五
三
五
万
人
増
加
し
た
。

雇
用
労
働
者
の
基
本
医
療
保
険
加
入

者
の
う
ち
、
在
職
者
の
加
入
者
は
一

億
四
九
八
八
万
人
、
退
職
者
の
加
入

者
は
五
〇
〇
八
万
人
で
そ
れ
ぞ
れ
前

年
比
一
五
六
八
万
人
増
、
四
〇
八
万

人
増
と
な
っ
た
。
対
し
て
医
療
保
険

に
加
入
し
て
い
る
農
民
労
働
者
は
四

二
六
六
万
人
で
、
前
年
よ
り
一
一
三

五
万
人
増
加
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
都
市
部
の
基
本
医
療

保
険
基
金
の
年
間
総
収
入
は
三
〇
四

〇
億
元
と
な
り
、
支
出
は
二
〇
八
四

億
元
で
そ
れ
ぞ
れ
前
年
比
三
四
・

七
％
増
、
三
三
・
四
％
増
で
あ
っ
た
。

都
市
部
基
本
医
療
保
険
基
金
の
累
計

残
高
は
三
四
三
二
億
元
と
な
り
、
こ

の
う
ち
統
一
的
準
備
基
金
の
残
高
は

二
二
九
〇
億
元
、
個
人
口
座
の
蓄
積

は
一
一
四
二
億
元
で
あ
っ
た
。

（
３
）
失
業
保
険

　

年
末
時
に
お
け
る
全
国
の
失
業
保

険
加
入
者
数
は
一
億
二
四
〇
〇
万
人

で
、
前
年
よ
り
七
五
五
万
人
増
加
し

た
。
こ
の
う
ち
、
失
業
保
険
に
加
入

し
て
い
る
農
民
労
働
者
の
数
は
一
五

四
九
万
人
で
、
前
年
比
三
九
九
万
人

の
増
加
。
一
方
、
失
業
保
険
金
受
給

者
数
は
二
六
一
万
人
で
、
前
年
比
で

二
五
万
人
の
減
少
で
あ
っ
た
。
ま
た
、

労
働
契
約
が
継
続
さ
れ
ず
、
事
前
に

労
働
契
約
が
解
除
さ
れ
た
農
民
の
契

約
労
働
者
九
三
万
人
に
対
し
一
括
支

給
の
生
活
補
助
金
が
支
給
さ
れ
た
。

　

失
業
保
険
基
金
の
収
入
は
五
八
五

億
元
、
支
出
は
二
五
四
億
元
で
、
そ

れ
ぞ
れ
前
年
比
で
二
四
％
増
、
一
六
．

五
％
増
で
あ
っ
た
。
こ
の
結
果
、
失

業
保
険
基
金
の
累
計
残
高
は
一
三
一

〇
億
元
と
な
っ
た
。

（
４
）
労
災
保
険

　

年
末
時
に
お
け
る
労
災
保
険
加
入

者
数
は
一
億
三
七
八
七
万
人
で
、
前

年
よ
り
一
六
一
四
万
人
増
加
し
た
。

こ
の
う
ち
、
労
災
保
険
に
加
入
し
て

い
る
農
民
労
働
者
数
は
四
九
四
二
万

人
で
、
前
年
比
九
六
二
万
人
増
加
し

た
。
労
災
の
認
定
を
受
け
た
者
は
九

五
万
人
で
、
前
年
よ
り
一
九
万
人
増

加
し
た
。
ま
た
、
障
害
者
等
級
の
認

定
を
受
け
た
人
の
数
は
三
八
万
人
で
、

前
年
よ
り
二
万
人
増
え
た
。
労
災
保

険
待
遇
を
適
用
さ
れ
た
人
数
は
年
間

で
一
一
八
万
人
に
の
ぼ
り
、
前
年
よ

り
二
二
万
人
増
え
た
。
年
間
の
労
災

保
険
基
金
の
収
入
は
二
一
七
億
元
、

支
出
は
一
二
七
億
元
で
、
そ
れ
ぞ
れ

前
年
比
で
三
〇
・
九
％
増
、
四
四
，

四
％
増
と
な
っ
た
。
労
災
保
険
基
金

の
累
計
残
高
は
三
三
五
億
元
、
備
蓄

金
の
残
高
は
五
〇
億
元
で
あ
っ
た
。

（
５
）
出
産
保
険

　

年
末
時
に
お
け
る
出
産
保
険
加
入

者
数
は
九
二
五
四
万
人
で
、
前
年
よ

り
一
四
七
九
万
人
増
加
し
た
。
年
間

で
は
の
べ
一
四
〇
万
人
が
出
産
保
険

の
適
用
を
受
け
、
対
象
者
は
前
年
よ

り
の
べ
二
七
万
人
増
加
し
た
。
出
産

保
険
基
金
の
収
入
は
一
一
四
億
元
、

支
出
は
七
一
億
元
で
、
そ
れ
ぞ
れ
前

年
比
で
三
六
・
〇
％
増
、
二
八
・
六
％

増
で
あ
っ
た
。
出
産
保
険
基
金
の
累

計
残
高
は
一
六
八
億
元
で
あ
っ
た
。

（
６
）
社
会
保
険
基
金
の
監
督

　

基
金
監
督
業
務
が
強
化
さ
れ
、
基

金
の
管
理
が
更
に
規
範
化
さ
れ
た
。

企
業
年
金
基
金
の
市
場
化
管
理
が
推

進
さ
れ
、
年
末
の
時
点
で
、
三
八
の

機
構
の
五
八
の
企
業
年
金
基
金
管
理

資
格
が
認
定
さ
れ
、
機
構
が
管
理
運

営
す
る
企
業
年
金
基
金
投
資
構
成
数

は
五
八
八
、
基
金
金
額
は
九
七
五
億

元
と
な
っ
た
。

〔
注
〕

１
．
本
公
報
の
各
種
統
計
デ
ー
タ
に
は
い

ず
れ
も
香
港
特
別
行
政
区
、
マ
カ
オ
特

別
行
政
区
、
台
湾
省
の
デ
ー
タ
は
含
ま

れ
て
い
な
い
。

２
．
本
公
報
の
関
連
の
デ
ー
タ
は
正
式
な

年
報
デ
ー
タ
で
あ
り
、『
中
華
人
民
共
和

国
二
〇
〇
八
年
国
民
経
済
と
社
会
の
発

展
の
統
計
公
報
』
の
一
部
の
デ
ー
タ
と

は
異
な
る
。

【
資
料
出
所
】

中
華
人
民
共
和
国
人
力
資
源
・
社
会
保
障

部
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